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「失われた１０年」と若者
宮 本 みち子
（放送大学教授）
１．「失われた１０年」の日本の若者の状況
本日は、若者の雇用問題というよりも、もう少し広い意味で、先進国の状況がどのように変わり、そのなかで若
い人たちの仕事がどのように変化し、どういう意味をもっているのかをお話させていただきます。
１９９０年代初頭にバブル経済が崩壊したのちの不況と就職難の時代を「失われた１０年」ということもありますが、
それは日本の若者に大きな爪あとを残しました。若年雇用の優等生といわれた日本の若者をめぐる状況は、９０年代
以降とりわけ９０年代末の金融危機以降、大きな転換を遂げたのです。
フリーターという用語が登場した１９８０年代後半は、バブル経済へと駆け上がる過程にありました。サービス経済
化の進展にともなってパート・アルバイトへの需要が拡大し、“正社員の不自由な働き方”に対する“自由で自律
的な働き方”として、若者に選択されたともいわれましたが、それは、探せば仕事はあるという良好な労働市場が
あったからです。そのため、若者の働く意識の変化に社会の関心は集中し、「なぜ若者はフリーターになるのか」「な
ぜ若者は働く意欲がないのか」というテーマが、２０００年代初頭まで繰り返し議論されました。フリーターの増加は
若者サイドの意識変化より、労働市場・企業の正規雇用削減が主な原因だったという認識に達したのは、最近になっ
てからです。失業問題がまともに議論されることなく、フリーターからニートへと議論の対象が推移したことも、
欧米諸国には見られない日本の特徴でした。現在も、若者の働き方をめぐる認識には、“温度差”や“誤解”があ
ります。一般的に、中・高年世代ほど、フリーターやニートをネガティブなイメージで捉え、若者の側にその原因
を求める見解が多く、勤労意欲や職業観など若者の側の内在的要因をあげる傾向があります。中・高年世代が現役
であった成長経済・完全雇用時代の感覚が色濃く投影されているため、若者の求職困難の現実を理解できない傾向
があるのです。ましてや、現代の若者が抱える特有の困難には気がつきません。フリーターやニートの状態にいる
若者と親との間にはしばしば深刻な葛藤がありますが、その背後には、このような世代間の経験の違いがあると思
われます。
２．日本では若年の問題が隠れやすい
このようなフリーター論の限界を脱して、若年者雇用対策が必要と認識され、それが動き出すのは、ようやく２００３
年に４省庁大臣の連名で「若者自立挑戦プラン」が宣言されてからでした。この段階に達するのにかなりの時間を
費やしたのは、日本独特の社会的・文化的事情があったからだと思われます。欧米諸国で、ホームレスや貧困化し
た若者が明確に登場したことと比較すると、日本は若者の貧困化が顕在化しにくい社会です。それは、親に経済的
に養ってもらうことが可能だからです。経済成長期から終身雇用制崩壊までに、団塊世代までの世代が形成した資
産の余力が、経済的に弱体化する子ども世代のパラサイトを可能にしているからです。不安定就労の若者たちは親
との同居率が高いことから、失業や無業であってもストレートに貧困に陥らないため、若者の貧困化が隠されてし
まうのです。その結果、日本の若年者問題は、欧米諸国のような社会的排除問題としては理解されにくく、むしろ
恵まれた家庭に育った若者の「心の問題」あるいは「意欲のなさの問題」として論じられることの方が多いのです。
実際のところ、自活できない娘や息子の扶養や、安定した職業に就くまでの試行錯誤にかかる費用負担は家庭
（親）に課され、失敗の自己責任化が進行しています。しかし最近では親が高齢化し、また親自身の経済状態が悪
化したために、子どもを援助することのできない家庭が増加していることに注意が必要です。近年、親にパラサイ
トできない低賃金・不安定就労の若者や、さらには帰る家がなくてネットカフェやファーストフード店で夜を過ご
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す若者、さらには路上のホームレス化している若者がはっきりと確認される段階に来ています。
３．変わる「大人になり方」の標準的パターン
工業化時代に完成した標準的ライフスタイルの条件は、新規学卒就職、正規雇用、結婚、子どもをもつこと、子
どもの教育への投資を通した階層上昇、退職後の年金生活などでした。このようなライフスタイルが広く大衆化し、
中流層が分厚く形成されたのが高度経済成長期で、その流れが、１９９０年代初頭のバブル崩壊時まで続きました。そ
の後の長期不況、グローバル経済競争の激化、規制改革と構造改革を経て、日本社会は構造的に変容を遂げたもの
と思われます。その結果として、若い世代を中心に、従来の標準的ライフスタイルに乗ることのできない層が分厚
く形成されつつあります。２００６年に私は、内閣府で全国の１０代後半から２０代を対象とする『青少年の社会的自立に
関する意識』に関する調査を担当しました（内閣府政策統括官編『青少年の社会的自立と意識』国立印刷局）。そ
れによると、学生を除く２０代のうち、学卒後一貫して正規雇用にある者は半数に過ぎませんでした。雇用流動化が
急ピッチで進行し、非正規雇用の世界にはまってしまった者は、これまでの中流的生活標準を満たす条件をほとん
どもてない状態にあります。
仕事の安定性と社会への包摂の程度で若者をみると、図１のような関係になっていると思われます。ただし、若
者はこれらの状態の間を移動しています。
図１ 社会経済的な自立支援の対象となる若年層の捉え方
個人化された市場競争の世界で翻弄され、堅固な企業や公的部門の庇護から外れた人々が増加していくことは、
日本の中流階層を解体に導くものです。さらに、仕事からも社会関係からも排除された人々が沈殿し始めています。
これが、ニート問題の本質です。＜雇用の流動化と二極化＞こそ、近年の日本社会を表すタームとして重要です。
１９９０年代以降に欧米諸国で議論されてきた＜社会的排除＞に関して、日本でも実感をもって議論する段階にあると
感じています。
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４．“働けない”若者の顕在化
フリーター・失業者・ニートの若者が増えたのは、明らかに労働市場の悪化と、雇用構造の転換に主な原因があ
りましたが、労働市場の悪化は、心身のハンディなど、さまざまな不利な条件をもっている若者に、より大きなダ
メージを与えることになりました。引きこもりの問題が若年雇用問題の進行と歩調を合わせて顕在化したのも、そ
の表れといえるでしょう。
長年、若者の引きこもり支援を続けてきた特定非営利法人ニュースタートの二神能基氏によれば、ニートの状態
にある若者はおおまかには３つのタイプに分類することが可能だといいます。一つ目のタイプは、情報力必要型（就
労についてのきめ細やかな情報提供を必要とする層）、二つ目のタイプは、社会力必要型（就労以前に、人間関係
が苦手で社会に出てもすぐに挫折しそうな層）、三つ目のタイプは、人間力必要型（生きていくこと自体にあまり
喜びを感じられない層）です。一つ目のタイプは、上段で述べたように労働市場の悪化が主な原因となって、就労
上の躓きを経験してニートの状態に陥った若者で、いわばフリーター型ニートです。このタイプは、就労に関する
親身な相談や情報提供によって、職に就くことが可能なタイプです。
いっぽう、二つ目と三つ目のタイプは、就労というより、社会関係や生きること自体に困難を抱えているタイプ
です。すでに１９８０年代以後、不登校、発達障害、精神疾患などが広がっていましたが、それらの青少年が学校段階
を終了し、社会に出る頃に労働市場の悪化に直面することによって、困難が増幅されたのです。仕事に就けない若
者に対する社会的関心が高まり、それらの若者に対する支援サービスが開始されるなかで、ニートに陥る若者の多
様な類型が、しだいに明らかになってきました。なかでも引きこもりの状態にある若者の存在が、仕事に就けない
現象として新たに認識されるようになったことは、欧米諸国にはない経緯でした。若者自立塾や地域若者サポート
ステーションの利用者を対象に実施した調査結果から、そこに来所するニートの状態にある若者のかなりが、不登
校、中退、学校でのいじめを経験していることが明らかになりました（『ニートの状態にある若者の実態及び支援
策に関する調査研究報告書』平成１９年３月 財団法人社会経済生産性本部）。また、発達障害等の障害が疑われる
者が２割を超しているといわれています。
つまずいている若者の実態をみると、成長過程のどこかでつまずき、それを成人年齢までひきずっているように
思われます。
学校に行かない・行けない子どもが増加し始めたのは１９８０年代でした。そのうえに、「失われた十年」と言われ
た不景気の中で、若年労働力は真っ先に切り捨てられ、職業的にも社会的にも自立できない若者が急増しました。
ひきこもる若者もさらに増加しました。疾病や障害をもつ若者も生きることのできたかつての家庭や地域社会が力
を失うなかで、生きる場も手段ももてない若者たちが大量に生まれつつあるように思います。このように、若者が
ニートになる経路は多様で、単一の原因に帰すことはできません。好景気の時には問題とならなかった要因が不況
と構造改革の中で顕在化したといえるのではないでしょうか。
５．雇用だけでは解決できない問題とは？
仕事に就くことに困難を抱えている若者たちのなかに、コミュニケーションが苦手と感じている若者が多いこと
は、先ほど紹介した調査結果が示しています。しかも現代の職業の世界はまさにコミュニケーション能力を必要と
しているのです。この現象は、前段で述べた疾病や障害と関係しているだけでなく、この世代の成長過程が、人間
の孤立化と重なっていたことと密接な関係があると思われます。
子どもの成長過程に、マンガやゲームソフトやコンビニが深く浸透し、子どものコミュニケーション能力の低下
や孤立化現象が広がり始めたのは１９８０年代です。学校教育の時期を過ぎた若者たちの諸問題をみていくと、８０年代
以後の青少年の生育環境の結果と思われる現象が広がっているように思います。生活が便利になるなかで他人に頼
らなくてもよくなり、他人に頼るすべや人とつながるすべが身に付かなかった青少年が実社会へ出ても社会関係を
作れず、自分の居場所を見つけることができない状態に陥っているのです。インターネット社会へと突入した１９９８
年以降、「ネット依存」の青少年がじわじわと増加し、不登校やひきこもりの状態を長引かせているという現象も
あります。このような現象は、労働市場の景気動向や雇用のあり方とはいったん切り離して論じる必要のある問題
です。
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人との関係を結ぶことの困難を抱えた若者の増加は、就労の世界以前に明確に現れています。たとえば、全国大
学生活協同組合連合会（東京）が２００６年秋に実施した学生調査によると、相談相手が「いない」学生は１９．６％で２００１
年以降最多でした。友達と面と向かって意思疎通する力が弱まり、対人関係に苦悩するケースが増えているという
のです。中退する原因もそれと密接に関係しています。こうした傾向は学校教育時代で終りません。学校教育段階
が終わり職業的自立の課題を達成すべき段階に、それが致命的な障害となっている例が広くみられます。
長年、青少年の地域活動に貢献をし、若者自立塾も運営する小田原の NPO 法人子ども生活文化協会代表の和田
重宏氏は、より便利な時代に生まれ育った人たちほど孤立しているとし、「私が関わっている不登校やひきこもり・
ニートは、孤立化の影響をもっとも敏感に感じ取っている人たちで、実は時代の先頭を歩んでいる人たちだといえ
るのではないでしょうか。彼らは便利になり孤立化が進んだ時代に生まれ、その環境の中で育ったわけですから、
彼らより早く生まれた人たちのように『人と繋がりあうこと』は苦手でしょうし、わずらわしいと感じてしまいま
す。彼らにとっては、そう感じるのが普通なのです」と指摘しています（「あやもよう」NPO 法人子どもと生活文
化協会２００７年４月号）。しかも最近は便利さが加速化しているため、孤立化の傾向は、年齢が下がれば下がるほど
顕著になります。ひきこもりが日本で社会問題となり、近年は東アジアで広がっているのに対して、欧米諸国では
認識されていないということは、逃げ込む家庭がある（親がそれを許してくれる）日本の家族文化が背景にあるこ
とに加えて、日本社会の孤立化・孤独化がそれだけ顕著だということを意味しているのかもしれません。
６．立ち直りのきっかけは自己有用感や自己肯定感を得たこと
厚生労働省の施策として２００６年に始まった若者自立塾から見えてくることを紹介します。働けない若者に３ヶ月
間の合宿を通して自立の支援をする機関で、２００７年には３０ヵ所になります。運営する団体の多くは、若者自立支援
に世間がまったく関心を示さなかった４半世紀も前に、不登校児やこもる若者の支援を始めた団体です。いずれも
宿泊型の施設で、生活上の基礎的訓練に始まり、さまざまな仕事の体験をしながら自立していく方式をとっていま
す。その実績をみると、生きにくさに苦しみ自立できない若者たちに有効な方策は、甘やかさずにびしばしと厳し
く鍛える訓練ではないことがわかります。若者たちに共通するのは、自己有用感や自己肯定感を得たことが立ち直
りのきっかけだったことです。そこに至るのに、自然のなかでの労働、仲間との共同作業・仕事体験、地域の大人
たちとのふれあい、支援スタッフとの日々のコミュニケーションが大いに役立っています。若者と共に歩み、支援
する大人がいることが、人間に対する安心と信頼を回復させ、それが自立への歩みを可能にしているのです。親か
ら離れて生活することも明らかに有効です（足立倫行、２００６年）。
７．若者自立支援に向けた地域の連携
２００６年秋に、オーストラリアの若年者支援機関を訪問してきました。そのなかで惹きつけられたのは、前年に開
始されたユース・パスウェイズという若者支援プログラムでした。学校をドロップアウトしそうな１３歳から１９歳の
青少年を関係機関が協力して早期に発見し、それぞれのニーズに合った支援を継続していくのです。彼らの抱えて
いる諸困難を一緒になって乗り越え、ニートになることを防止するプログラムです。対象年齢人口に応じて、地区
割りされ、民間セクターが国からの受託で活動をしています。私が訪問した、シドニーにあるキャリア開発センター
のケースワーカー、ケン・イヤマン氏によれば、毎月担当地区内の学校の先生たちと会合を開き、種々の理由から
躓き、ドロップアウトしそうな生徒を積極的に引き受け、それぞれの状況に応じた支援を、関係機関と連携して進
めているそうです。イギリスのコネクションズもよく似た方法をとっています。
これらの例に限らず、多くの先進国がニートになりそうなリスクのある青少年を、学校その他の諸機関と連携し
て、できるだけ早く発見し、情報提供、相談、カウンセリング、再教育や職業訓練を経て、自立に至るまでの長期
継続的なサポートの仕組みを持ち始めています。仕事に就くのに失敗する芽は１０代か、それより早期にあることが
多いのです。その時期の適切な教育環境や支援がなによりも重要で、日本のように２０代あるいは３０代になってから
の支援では遅いのです。また、無業の若者は、複合的なリスクを抱えていることが多いため、これらの問題に対処
するために、教育・雇用・福祉・保健医療の諸機関が連携することが有効です。これが、コネクションズやユース
パスウエイズの特徴で、日本でもその重要性が認識され始め、地域若者サポートステーションが地域資源を結び付
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ける役割を果たすことが期待されています。
近年、日本でも若者の自立支援への取り組みにはめざましいものがあります。しかし現状では、日本の若者支援
サービスは、相互の連携がほとんどないのが実態です。リスクを抱えた者を早期に発見し、継続的にサポートし、
自立にもっていくにはほど遠い状態にあります。しかし、関係機関が連帯して、一貫した若年者支援システムとし
て機能しようという機運もあり、コネクションズやユースパスウエイズと共通する問題意識で動きつつあります。
安定した生活基盤も、社会関係ももてない若者の増加は、底辺層を生み出し、社会の統合性を脅かすでしょう。
若者の雇用対策の域を超え、包括的な支援システムを構築するために、本腰を入れるべき段階にあるのです。
８．景気が回復しても残る問題は？
景気が回復基調にある最近、若者問題は解消に向かうだろうという楽観論が出始めていますが、楽観は許されま
せん。グローバル経済競争と IT 化のなかで雇用流動化は更に進み、安定した仕事と生活が保障される社会ではな
くなっているからです。しかも、若者の生育環境は、ますます個人化し、社会関係が切断されたり、社会的技量を
習得できないまま、成人に達する者を生みやすいことに注意が必要です。
バブル崩壊後の企業の大規模な人員削減の後遺症は、今もなお大きな傷になっています。ポストバブル世代（３０
代半ば～２０代後半）をみれば、安定した仕事に就けなかった多数の若者はいうまでもなく、正規雇用で就職した者
も、人材育成のレールに乗れていないだけでなく、同期が少なく、近い年齢の上司や先輩も少ない環境に置かれて
いる例が少なくありません。いわば里程標のない状態で旅をしているような不安な状態に置かれているのです。そ
れが早期の離職につながっています。それより若い世代は、近年の好景気の売り手市場の中で入社したのですが、
どちらの世代も、「組織を信じない」という点で共通する特徴をもっています。雇用不安を知っているため、いつ
首になっても良いように転職など自分の市場価値を意識しながら仕事をしている傾向があります。ところが技術的
変化が激しい昨今、外部労働市場における市場価値という変わりやすい不安定なものを志向して取り組むことは、
不安を増幅させます。組織への連帯感のない状態で個人化した労働環境にいる若手社員は、本質的に孤独な状態に
いるといえるかもしれません。先にも述べましたように、孤立化する生育環境のなかで成長し社会に出た世代にとっ
て、二重の孤立化のリスクとなっているといえるのではないでしょうか。組織に流されない強い主体性をもった新
しいタイプの日本人が誕生しつつありことも事実ですが、他方では、組織から脱落し、安定した職を失い、精神的
に病む若者が増加しているのです。若者支援機関に来所する職歴のある若者には、これに近い例が多いのです。
若い人たちは、不安定な生活基盤しかもてない現実に不安やあせりは感じても、それを社会問題ととらえて行動
するという状態にはありません。自分だけは何とか勝ち組に入ろうとして資格試験だとかインターンシップだとか
の個人的方法で解決するか、不安や絶望に打ちのめされて社会から退行していく傾向にあります。若者が広い社会
的視野を持つことができ、旧来の社会モデルに換わる新たな社会モデルを構築する営みに参加するようになること
が課題だと思います。
（本稿は、拙稿「日本の若者―自立の課題２０年」（全国民主主義教育研究会編『格差社会と若者の未来』同時代社、
２００７年所収）、に加筆したものである）
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